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子どもの貧困と精神的健康との関連について 

―貧困によるはく奪経験に着目して― 

 

嘉瀬正之1・若島孔文 1 

 

要旨 

 近年、子どもの貧困が大きな社会問題となっている。子どもの貧困は、日常生活に様々な影響を及

ぼすことが知られており、特に、物質的側面と精神的側面への影響が考えられる。本研究では、予備

調査では18歳から25歳の成人（N＝297）を対象に質問紙調査を行い、新たなはく奪指標を作成した。

また、本調査では中学生の子どもとその保護者（両者ともにN＝212）に質問紙調査を行い、世帯収入

やはく奪経験が家族機能と子どもの自尊感情及び主観的幸福感に及ぼす影響を共分散構造分析により

検討した。その結果、はく奪経験と子どもの自尊感情及び主観的幸福感との間には負の関連があり、

はく奪を経験することは子どもの精神的健康を損なう要因になりうることが示唆された。今後は、本

研究で作成されたはく奪指標について改めて信頼性や妥当性の検討を行うこと、子どもが認知する家

族機能を用いた検討を行うことが必要である。 

キーワード：子どもの貧困、はく奪指標、家族機能、自尊感情、主観的幸福感 

 

1．問題と目的 

1-1．子どもの貧困 

 近年、子どもの貧困が大きな社会問題となっている。子どもの貧困とは、子どもが所得中央値の一

定割合以下の所得しか得ていない相対的貧困状態（厚生労働省 2009）の家庭に所属していることを指

す。厚生労働省（2019）では、2018年時点で 17歳以下の子どもの貧困率が 13.5％と、約 7人に 1人

の子どもが貧困状態にあることを示している。 

 子どもの貧困は、日常生活に様々な影響を及ぼすことが知られている。阿部（2012）では、相対的

貧困の「人がある社会のなかで生活する際に、その社会の殆どの人々が享受している「普通」の習慣

や行為を行うことができないこと」という定義を、子どもの貧困では「日本社会における普通の子ど

もの生活さえもできないこと」と置き換えている。このことから、子どもの貧困は「子どもにとって

の普通」という状態をはく奪されている現象であるといえる。例えば、家族が必要な食料や衣服を買

えないことなど（阿部、2014a）の生活の根幹に関わるものだけでなく、勉強机やパソコン、子供部屋

がないなど（首都大学東京子ども・若者貧困研究センター、2017）といったものが考えられる。また、

阿部（2014b）では、勉強机やゲーム機がないことや衣服が古いことなどがいじめや仲間外れのきっか

けとなり、それが自己肯定感を傷つけられるといった心理的ストレスがかかることを示しており、子
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どもの貧困が、子どもの精神的健康に負の影響を及ぼすことがわかる。 

 子どもの貧困対策として、内閣府（2019）による「子どもの貧困対策に対する大綱」を基にした支

援が行われおり、重点施策として、「教育の支援」、「生活の安定に資するための支援」、「保護者に対す

る職業安定と向上に資するための就労の支援」、「経済的支援」を設定している。このような支援は、

主に経済的なものが中心となっており、そのようなアプローチは重要である一方で、子どもの貧困は

日常生活の様々な場面に影響する。したがって本研究では、日常生活に場面の一つである物質的側面

と精神的側面に着目して研究を進めていくこととする。 

 

1-2．子どもの貧困によるはく奪経験 

子どもの貧困における物質的側面として「はく奪」が挙げられる。大津・渡辺（2019）では、はく

奪を「社会における標準的な生活様式を享受するための資源が欠如している状態」と定義している。

Ridge (2009)では、貧困が子どもに影響を与える領域として、物的はく奪、社会参加のはく奪、学校

生活のはく奪、服装の違いと仲間活動への不参加などを取り上げており、貧困は「子どもにとっての

標準的な生活様式」をはく奪するものであるといえる。また、低所得の子どもは中・高所得の子ども

と比較して、より不利な社会的・物理的な環境条件に不釣り合いにさらされている（Evans、2004）こ

とから、貧困状態の子どもは多くのはく奪を経験しているといえる。 

以上のように、貧困とはく奪は強く関連していると考えられる。したがって、本研究では、はく奪

の中でも「貧困によるはく奪」を扱うこととする。また、はく奪によって子どものメンタルヘルスが

損なわれること（駒田、2019）、食料や衣服やインフラのはく奪経験などの保護者の貧困をとおして、

子どものウェルビーイングを低下させる可能性があること（小林、2022）、はく奪経験が子どもの精神

的健康に影響を及ぼすこと（嘉瀬、2022）からも、はく奪経験が後述する子どもの精神的健康にも影

響があると考えられる。 

貧困によるはく奪は実際の生活様式を反映する非金銭的な側面を持つ特性上、貧困によるはく奪の

度合いを測定する「はく奪指標」が存在する。首都大学東京子ども・若者貧困研究センター（2017）

によるはく奪指標は直接子どもに用いられるため、子ども自身が受ける貧困の影響を把握しやすいと

いえる。しかし、項目数が 14項目と少なく、貧困によるはく奪経験を網羅できているとは言い難い。

一方で、所・小林（2019）が作成した指標は、様々な観点からはく奪経験を捉えているが、想定され

る使用対象が保護者であり、「国民健康保険料の支払いが滞ったことがある」や「家賃や住宅ローンの

支払いが滞ったことがある」など、子ども以外のはく奪経験も扱っている指標となっている。山口・

知念（2021）が作成した指標では、「子ども用の本や絵本」や「子ども用のスポーツ用品・おもちゃ」

などの子ども自身のはく奪経験を尋ねる項目が見られる一方で、「家賃」や「電気代」などの子どもが

実感しづらい項目も含まれており、子どもに対して用いることが難しいと考えられる。このように、

先行研究によるはく奪指標は、物質的な側面から貧困の度合いを測定できるという利点を持つが、項

目数が少ない、子どもが日常生活で実感しづらい項目も含まれるなどの課題も含んでいると考えられ

る。そのため、本研究では、全ての項目を子ども自身が回答することを想定して、先行研究の短所を
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克服できるように独自で作成したはく奪指標を用いることとする。 

 

1-3．子どもの貧困と精神的健康との関連 

 前述の通り、貧困経験が子どもの精神的健康に悪影響を及ぼすことが先行研究により示されている。

その中でも、子どもの貧困における精神的側面として「幸福感」と「自尊感情」について取り上げた

い。子どもの貧困と幸福感の関連については、以下のような先行研究がある。まず UNICEF（2007）で

は、OECD加盟国の21カ国を対象に行った子どもの幸福感に関する調査を行っており、物質的幸福感、

健康と安全、教育的幸福感、関係性、行動と危険、主観的幸福感という観点から子どもの幸福感を捉

えている。加えて、貧困が子どもの幸福の多くの側面に影響を及ぼし、貧困の長期化により、子ども

の健康、認知発達、学校での成績、向上心、自己認識、人間関係、リスク行動、雇用の見通しなどに

影響を及ぼす可能性が高いことについても言及している。Oshio et al.（2010）では、日本版総合的

社会調査（JGSS）を用いた分析を行い、15 歳時の世帯年収をもとに子ども期の貧困を定義し、学歴、

現在の低所得、現在の幸福感と主観的健康度への影響を検討した。その結果、子ども期の貧困は、こ

れら全てに影響していることが示唆された。特に、貧困状態の子どもは裕福の子どもに比べて、幸せ

だと感じる確率が低くなることを示していた。また、Pickett & Wilkinson (2007) では、子どもの幸

福感の指標と所得格差に負の相関が見られ、貧困であることと幸福ではないことに関連があることが

示唆された。このように、貧困と幸福感との検討は多くの先行研究でなされており、貧困は幸福感を

低下させる可能性があることが推測できる。 

 自尊感情は、磯崎（2009）で「自己の全体に対する価値的感情や態度」と定義されている。磯崎（2009）

はさらに、自尊感情の高さは身体的・精神的な健康と関連するとしている。すなわち、自尊感情が高

いほど、精神的に健康であるといえる。また、自尊感情と貧困との関連については、Twenge & Campbell

（2002）で言及されており、子どもの自尊心の低さは、SES（社会経済状況）の低さに関連することを

示している。すなわち、子ども期に貧困であることは、その子どもの自尊心を下げる要因になると考

えられる。また、幸福感との関連については、先行研究で言及されており、自尊感情が主観的幸福感

に促進的な影響を与えること（伊藤・小玉、2005）、主観的幸福感の高さは高い自尊感情と結びつくこ

と（伊藤他、2003）がわかっている。このように自尊感情と幸福感は関連があり、子どもの貧困はそ

の両者に影響を及ぼすことが考えられる。したがって、本研究では、子どもの精神的健康を示す指標

として、自尊感情と主観的幸福感の二つを取り上げることとする。 

 

1-4．子どもの精神的健康を高める要因 

子どもの精神的健康を高める要因として、本研究では「家族機能」を取り上げたい。家族機能とは、

柴田（2018）の定義によると「凝集性」と「適応性」があり、前者を、「家族メンバーを結びつける情

緒的親密さをあらわす概念」、後者を、「家族システムの勢力構造や役割関係を状況や危機に応じて変

化させる能力をあらわす概念」としている。多くの子どもにとって家族は生活における重要な要素で

あると考えられるため、取り扱う概念としては妥当であると考えられる。 
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また、岩佐（2017）によると、家族機能の「適応性」及び「凝集性」を高く認知している大学生は

主観的幸福感を抱きやすいことが示されている。この研究では対象が大学生に限定されていたが、青

年期に差し掛かる中学生においても、家族機能が主観的幸福感を高める要因となると考えられる。加

えて、Mooney et al.（2009）では、子どもの主観的な幸福感にとって重要なことは、親と子どもがど

の程度「仲良し」であるかということを示唆しており、子どもの幸福感を高める要因として、家族機

能の中でも特に「凝集性」が関連していることが推測される。 

貧困と家族機能との関連を直接的に検討したBanovcinova et al.（2014）では、貧困は、個々の家

族への直接的な影響とは別に、家族システム全体の機能を危険にさらし、混乱させるものであること

を示していた。すなわち、貧困は家族成員そのものだけでなく、家族という一つのまとまりに負の影

響を及ぼすものだと考えられる。これは、家族機能の「適応性」が貧困によって乱され、家族に混乱

が生じていると考えられる。その他には、Tomlinson et al. (2008)では、貧困家庭で育つことは子ど

もや若者の幸福感に直接影響を与え、より困難な家庭生活を送る可能性があることを示しており、家

族機能にも少なからず影響を与えていることが窺える。 

このように、貧困は家族機能に負の影響を与えること、家族機能が良好であれば精神的健康に正の

影響を与えることが先行研究により示されてきた。その一方で、これらを同時に扱った先行研究は極

めて少ない。したがって、本研究では、これらの変数を同時に使用すると同時に、支援の代わりに家

族機能を用い、世帯収入との関連、はく奪経験によって受ける影響、子どもの精神的健康（自尊感情、

主観的幸福感）に与える影響について検討を行う。 

 

1-5 本研究の目的 

 本研究では、子どもの貧困によるはく奪経験が、子どもの精神的健康に及ぼす影響を検討すること

を目的とする。そのため、予備調査では、既存のはく奪指標の課題を克服できるようにはく奪指標の

項目を再構成して、新たなはく奪指標を作成する。本調査では、予備調査で作成されたはく奪指標が

子どもの精神的健康に及ぼす影響を検討する。具体的には、以下の仮説モデル（Figure1）のように、

子どもの貧困を引き起こす要因である世帯収入がはく奪経験、家族機能、精神的健康とどのように関

連しており、はく奪経験が家族機能及び精神的健康に与える影響について検討する。その際、仮説と

して以下の二つを取り上げる。 

 

【仮説】 

①世帯収入とはく奪経験には負の関連があり、世帯収入と家族機能、子どもの精神的健康（自尊感

情と主観的幸福感）には正の関連がある。 

②はく奪経験は子どもの精神的健康（自尊感情と主観的幸福感）に直接負の影響を与え、家族機能

（凝集性、適応性）を媒介して、子どもの精神的健康（自尊感情と主観的幸福感）に正の影響を与え

る。 
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2．予備調査 

2-1．調査対象者 

 2022年 11月に、株式会社「クラウドワークス」を通じて、18歳〜25歳の成人に対し、Google Form

を用いてオンラインで質問紙調査を行った。はく奪経験の世代間の差を減らすため、上記の年齢幅と

した。また、ある程度貧困を経験した人を絞るために、回答条件としてクラウドワークス上で「中学

生の時に貧困であると感じた方」という条件を設けた。回答者 372名中データに不備があった人及び

後述の「貧困によるはく奪経験について尋ねる項目」の合計点が0点だった人75名を除いた297名を

分析対象とした。その内訳は男性：98名、女性：192名、回答しない7名、平均年齢：22.82歳、標準

偏差：1.957、最大：25歳、最小：18歳であった。 

 

2-2．倫理的配慮 

 本研究は、東北大学教育学研究科の研究倫理審査委員会の承認を受けて実施した。（承認 I Dは 22-

1-045。） 

 質問紙の表紙には、①研究の簡単な説明、②プライバシーや個人情報の保護、③回答の自由意志に

関する文章を記載し、回答したことを同意とみなした。 

 

2-3．質問紙の構成  

全部で5問構成とする。 

Q1：回答者のフェイスシート 

性別、年齢、職業、中学生の時の居住地、中学生の時の家族の人数、中学生の時の家族の世帯年収
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の 6項目を尋ねた。なお、中学生の時の家族の世帯年収については、自由記述により尋ねた。 

Q2：貧困によるはく奪経験について尋ねる項目  

首都大学東京子ども・若者貧困研究センター(2017)、所・小林（2019）、山口・知念（2021）等を参

考に独自に作成した項目を用いる。34項目を「該当する：1点」「該当しない：0点」の２件法で尋ね

た。 

Q3：家族機能について尋ねる項目 

草田・岡堂（1993）が、Olson（1985）が作成した「FACESⅢ」を翻訳した「家族機能測定尺度」を

用いる。本研究では、回答者の中学生時代の家族について尋ねるため、教示文の「あなたの家族の現

在の様子」を「あなたが中学校の時の、あなたの家族の様子」に変更した。20項目を「1.まったくな

い」〜「5.いつもある」の 5件法で尋ねる。また、下位尺度として凝集性尺度と適応性尺度がそれぞ

れ 10項目ずつ設定されている。 

Q4：主観的幸福感について尋ねる項目 

伊藤他（2003）が作成した「主観的幸福感尺度」を用いる。12項目を4件法で尋ねる。選択肢は項

目の内容に合わせて異なっている。また、下位領域として人生に対する前向きな気持ち、自信、達成

感、人生に対する失望感のなさがそれぞれ3項目ずつ設定されている。 

Q5：回答態度を尋ねる項目 

増田他（2019）で作成された「IMC条件」を用いる。「1.そう思う」〜「5.そう思わない」の５件法

で尋ね、回答した人を分析対象から除外した。 

 

2-4．結果 

Q2のはく奪指標について、藤井（1998）が 2件法で尋ねた項目の回答に偏りがないかを検討してい

たことを参考に、本研究でも項目の選定を行うために各項目の度数を算出した。その結果、「該当する」

と答えた回答者の割合が20％未満であった9項目が抽出された。除外された項目は、「4．家がせまい

ために、自宅で宿題をすることができる場所がなかった。」、「19．部活動ができなかった。」、「20 ．遠

足に行けなかった。」、「21．修学旅行に行けなかった。」、「22．課外授業に参加できなかった。（遠足、

修学旅行以外）」、「24．新品の体操着を買ってもらえなかった。」、「26 ．新品の学校指定カバンを買っ

てもらえなかった。」、「31．お風呂に入る回数を減らした。」、「32．1 日 3 食を摂ることができなかっ

た。」であった。これらの9項目を除外したものを、予備調査で作成されたはく奪指標とし、本調査で

用いることとする。なお、実際に本調査で使用した項目は、資料として文末に記載した。 

また、中学生の時の世帯年収は、不明と回答した人や回答した年収に幅があった人など、世帯年収

が把握できなかった人238名を除いた59名について、平均年収：408.64万円、標準偏差：214.504万

円、最大：1000万円、最小：100万円となった。中学生の時の家族の人数の最大値が 8人であったこ

とから、内閣府（2020b）に記載されていた非課税相当限度額（収入額べース）を求める計算式に基づ

いたところ、非課税相当限度額（収入額べース）は 455万円となっていた。ただ、予備調査では世帯

年収を「〜万円」という形の自由記述で回答を求めたため、一万の位まで正確に回答をした回答者は
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いなかった。加えて、平均値が 400 万円を超えたため、本調査では、450 万円を世帯年収の高低の基

準として、選択式の項目を作成して回答者に尋ねた。 

 

3．本調査の方法 

3-1．調査対象者  

2022年12月に中学生を持つ保護者とその子どもに対して、「株式会社クラウドワークス」を通して、

Google Formを用いてオンラインによる質問紙調査を行った。質問紙の前半部分（Q1〜Q4）までは保

護者に回答してもらい、その後保護者が子どもにアンケートを渡すことで、後半部分である（Q5〜Q8）

は子ども本人にも回答してもらった。調査対象者は249組中データに不備があった組及び下記のQ1で

「配偶者がいない」と回答した37組を除いた212組を分析対象とした。その内訳は保護者212名（男

性：95名、女性：113名、回答しない：4名、平均年齢：42.36歳、標準偏差：6.07、最大：60歳、最

小：26歳）、子ども212名（男性：116名、女性：92名、回答しない：4名、平均年齢：13.49歳、標

準偏差：0.96、最大：15歳、最小：12歳）であった。 

 

3-2．倫理的配慮 

 質問紙の表紙には、①研究の簡単な説明、②プライバシーや個人情報の保護、③回答の自由意志に

関する文章を記載し、回答したことを同意とみなした。 

 

3-3．質問紙の構成  

全部で8問構成とする。前述の通り、Q1〜Q4は保護者、Q5〜Q8は子どもが回答した。 

Q1：保護者のフェイスシート 

性別、年齢、職業、配偶者の有無、同居する家族の人数、居住地、世帯年収、収入に対する家賃の

割合、収入に対する教育費の割合の9項目を尋ねた。なお、世帯年収については、内閣府（2020b）で

示されていた非課税相当限度額（収入額べース）を参考に、家族の人数に対応する形で項目を作成し

た。 

Q2：はく奪指標  

予備調査で用いたはく奪指標から、回答の 8割以上がどちらかの選択肢に偏った 9項目を除外した

25項目を「該当する：1点」「該当しない：0点」の２件法で尋ねた。 

Q3：家族機能について尋ねる項目 

草田・岡堂（1993）が、Olson（1985）が作成した「FACESⅢ」を翻訳した「家族機能測定尺度」を

用いる。20項目を「1.まったくない」〜「5.いつもある」の5件法で尋ねる。また、下位尺度として

凝集性尺度と適応性尺度がそれぞれ10項目ずつ設定されている。 

Q4：回答態度を尋ねる項目（保護者用） 

増田他（2019）で作成された「IMC条件」を用いた。「1.そう思う」〜「5.そう思わない」の５件法

で尋ね、回答した人を分析対象から除外した。 
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Q5：子どものフェイスシート 

性別、年齢、学年の3項目を尋ねた。 

Q6：自尊感情について尋ねる項目 

兄井他(2013)が Rosenberg(1965)の自尊感情尺度を翻訳した項目を用いる。10項目を4件法で尋ね

た。「全くそう思わない：1点」〜「そう思う：4点」の４件法で尋ねた。 

Q7：主観的幸福感について尋ねる項目 

曽我部・本村（2009）が島井他（2004）を参照に作成した「青年期における主観的幸福感尺度」を

用いる。4項目を４件法で尋ねる。教示文は予備調査と同様に、島井他（2004）「主観的幸福感尺度日

本語版（SHS）」にあるものを用いた。「全くそう思わない：1点」〜「大変そう思う：4点」の４件法

で尋ねた。 

Q8：回答態度を尋ねる項目（子ども用） 

 Q4で用いられたものと同一のものを用いた。分析対象からの除外方法も同様である。 

 

3-4．分析 

 まず、Q2 のはく奪指標について因子分析を行い、抽出された 3 因子の合計得点を算出した。次に、

世帯収入を２群（450 万円未満を低群、450 万円以上を高群）に分類した（低群：112 名、高群：100

名）。なお、世帯収入の分類については、前述の予備調査の結果に基づき、450万円を基準とした。そ

の後、各変数の相関係数を算出した。最後に、世帯年収、はく奪指標の 3因子と家族機能の凝集性得

点及び適応性得点、自尊感情と主観的幸福感を変数とした共分散構造分析を行った。 

 

4．本調査の結果 

4-1．回答者の属性 

 回答者の属性を以下のTable1に示す。なお、配偶者の有無については、前述の通り「いない」と回

答した人を分析から除外したため割愛した。 
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4-2．はく奪指標の因子構造 

 はく奪指標の25項目について、主因子法・バリマックス回転を用いて因子分析を行った。いずれの

因子負荷量も.40に満たなかった項目や、2因子以上に.40以上の同程度の付加量があった項目、1項

目しか因子に含まれなかった項目を削除し、一連の作業を繰り返した結果、残った 11項目に 3因子が

抽出された。第1因子を「日常の出来事に関するはく奪経験」、第2因子を「学習環境に関するはく奪

経験」、第３因子を「趣味・嗜好に関するはく奪経験」と命名した。その結果をTable2に示す。また、

以降では、因子を構成する項目の合計得点を変数として用い、それらの記述統計量を家族機能の凝集

性得点及び適応性得点、自尊感情及び主観的幸福感とともにTable3に示す。 
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4-3．各変数の相関 

 使用する変数の相関を検討するために、相関分析を行い、各変数の相関係数をTable4に示した。そ

の際、世帯収入については、低群＝1、高群＝2というダミー変数を用いた。その結果、世帯収入は学

習環境に関するはく奪経験と趣味・嗜好に関するはく奪経験に有意な負の相関を示した（学習環境に

関するはく奪経験：r＝−.280、p＜.01、趣味・嗜好に関するはく奪経験：r＝−.205、p＜.01）。また、

日常の出来事に関するはく奪経験と主観的幸福感（r＝−.164、p＜.05）、学習環境に関するはく奪経験

と自尊感情（r＝−.246、p＜.01）及び主観的幸福感（r＝−.184、p＜.01）、趣味・嗜好に関するはく奪

経験と主観的幸福感（r＝−.203、p＜.01）、についても有意な負の相関が見られた。加えて、凝集性と

自尊感情（r＝.170、p＜.05）及び主観的幸福感（r＝.194、p＜.01）、適応性と自尊感情（r＝.259、p

＜.01）及び主観的幸福感（r＝.242、p＜.01）には有意な正の相関が見られた。 
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4-4．仮説モデルの検討 

 仮説モデルを検討するために、共分散構造分析を行った。仮説モデルと各変数の相関係数に基づい

て、有意な相関係数が示された変数間でパスを引いた。具体的には、世帯年収と学習環境に関するは

く奪経験及び趣味・嗜好に関するはく奪経験、各はく奪経験、凝集性から自尊感情及び主観的幸福感、

適応性から自尊感情及び主観的幸福感にパスを引いた。しかし、有意でないパスが見られたため、そ

れらを削除しながら分析を繰り返した。その結果、最終的に Figure2のようなモデルが得られた。モ

デルの適合度は十分な値を示した（χ2(17)=14.009、 ns、 RMSEA=.000、 GFI=.983、 AGFI=.964）。

各変数の関連については、学習環境に関するはく奪経験から自尊感情（β＝−0.203、 p<.01）に、趣

味・嗜好に関するはく奪経験から主観的幸福感（β＝−0.194、 p<.01）に有意な負のパスが引かれた。

また、適応性から自尊感情（β＝0.243、 p<.001）及び主観的幸福感（β＝0.236、 p<.001）に有意

な正のパスが引かれた。 
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5．考察 

5-1．新たなはく奪指標の因子分析の結果 

 まず、予備調査で作成した新たなはく奪指標について因子分析を行った結果、3 つの因子が抽出さ

れ、第 1因子を「日常の出来事に関するはく奪経験」、第 2因子を「学習環境に関するはく奪経験」、

第 3因子を「趣味・嗜好に関するはく奪経験」と命名した。このことから、はく奪経験の中には、日

常的に発生するものがあると考えられる。また、「趣味・嗜好に関するはく奪経験」や「学習環境に関

するはく奪経験」のような因子が抽出されたことについては、首都大学東京子ども・若者貧困研究セ

ンター（2017）で言及されていたはく奪経験と一致していたと考えられる。このことは、趣味・娯楽

や学習環境はRidge（2009）や阿部（2012）でも言及されていたような「子どもにとっての普通」であ

り、他の子どもと比較しやすい経験であると考えられる。以上のことを踏まえると、予備調査で作成

されたはく奪指標の項目は、既存のはく奪指標と比較して、多くの観点から子ども自身が実感しやす

いはく奪経験の把握ができたと考えられ、首都大学東京子ども・若者貧困研究センター（2017）、所・

小林（2019）、山口・知念（2021）の課題を克服できたと考えられる。 

 

5-2．世帯収入と各変数との相関 

 次に、世帯収入とはく奪経験、家族機能（凝集性、適応性）、子どもの精神的健康（自尊感情、主観

的幸福感）との関連を検討するために、相関分析を行った。その結果、世帯収入と学習環境に関する

はく奪経験と趣味・嗜好に関するはく奪経験との間に負の関連があることが示された。それ以外の有

意な相関が見られなかったことから、仮説①は支持されなかった。ただ、はく奪経験の中に世帯収入

と有意な相関を示すものがあったことは、世帯収入とはく奪経験に関連があることを意味していると

考えられる。この結果は、Evans（2004）が示唆した内容と部分的に一致しており、収入が少ない家庭

の子どもは、そうでない家庭の子どもに比べて、より多くのはく奪を経験していると考えられる。し

かし、日常的な出来事のはく奪経験には関連が見られなかったため、はく奪経験の中には、世帯収入

に関わらず起こるものもあると考えられる。  

その一方で、世帯収入と家族機能（凝集性、適応性）、子どもの精神的健康（自尊感情、主観的幸福

感）との間には有意な関連は見られなかった。嘉瀬（2022）では、世帯収入と自尊感情との正の関連

は示されたが、本研究では、それと反する結果となった。このことは、世帯年収が低いこと自体が家

族機能や子どもの精神的健康と関連するというよりは、はく奪経験などの貧困に関連する出来事を認

知することでそれらが損なわれるものであると考えられる。 

 

5-3．はく奪経験が及ぼす家族機能、精神的健康への影響 

 仮説モデルと相関分析の結果に基づいて共分散構造分析を行った。その結果、最終的に Figure2の

モデルが得られた。また、有意なパスとして、趣味・娯楽のはく奪から主観的幸福感に、学習環境の

はく奪から自尊感情に負のパスが引かれ、家族機能の適応性から自尊感情と主観的幸福感の両方に正

のパスが引かれた。そのため、仮説②のうち、はく奪経験が子どもの精神的健康（自尊感情と主観的
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幸福感）に直接負の影響を与えるという部分は支持されたが、はく奪経験が家族機能（凝集性、適応

性）を媒介して、子どもの精神的健康（自尊感情と主観的幸福感）に正の影響を与えるという仮説は

支持されなかった。ただ、有意なパスが複数本引かれたことから、以下では、それらについて考察を

行う。 

趣味・嗜好に関するはく奪経験が主観的幸福感に負のパスが引かれたことは、阿部（2012）で言及

されていたように、「子どもにとっての普通」は趣味・嗜好の面から感じ取りやすいものであり、他者

との比較が起こりやすいものであると考えられる。学習環境に関するはく奪経験については、Twenge 

& Campbell（2002）で言及されていたような、SES（社会経済状況）の低さを表すものが学習環境であ

ると考えられ、それが自尊感情に負の影響を及ぼすものであると考えられる。さらに、生活の時間の

多くを学校に費やす子どもにとって、学習は生活の中で大きな要素となり、磯崎（2009）による自尊

感情の定義である「自己の全体に対する価値的感情や態度」に大きな影響を及ぼすものであると考え

られる。また、日常的な出来事に関するはく奪が子どもの精神的健康にパスが引かれなかったことは、

この因子に含まれるはく奪経験が、阿部（2014b）で挙げられていたような心理的ストレスがかかるき

っかけとなるに至らない経験であることが考えられる。いずれにせよ、はく奪経験には子どもにとっ

て問題になるものとならないものがあることが示唆された。 

また、家族機能の適応性のみが子どもの精神的健康に影響を及ぼすことが示された。前述の通り、

柴田（2018）では、凝集性を、「家族メンバーを結びつける情緒的親密さをあらわす概念」、適応性を、

「家族システムの勢力構造や役割関係を状況や危機に応じて変化させる能力をあらわす概念」として

おり、結果から、貧困という困難な状況に対して、家族間の関係性を柔軟に変化させられることが子

どもの精神的健康に正の影響を及ぼしていることが考えられる。これは、岩佐（2017）と部分的に一

致しており、適応性が良好であることが子どもの主観的幸福感だけでなく、自尊感情を高めることに

もつながっていると考えられる。その一方で、Mooney et al.（2009）で指摘されていた、子どもの主

観的な幸福感にとって重要なことは、親と子どもがどの程度「仲良し」であるかということについて

は、家族機能における凝集性ではなく、適応性のことを指していることが示唆された。そのため、家

族が凝集的でなくても、状況によって柔軟に対応できることが、子どもの精神的健康に良い影響を及

ぼすと考えられる。ただ、Banovcinova et al.（2014）やTomlinson et al. (2008)で指摘されてい

た、貧困が家族機能に与える負の影響については、本研究では示されなかった。このことは、先行研

究で想定していた貧困家庭が、はく奪経験が起こる相対的貧困家庭ではなく、家族が必要な食料や衣

服を買えないことなど（阿部、2014a）が起こる絶対的貧困家庭ではないかと考えられる。そのため、

子どもにとってのはく奪経験が家族機能に影響を及ぼすというよりは、食事を十分に摂れないことや

月々の支払いができないなどの家庭全体が経験するようなはく奪経験が、家族機能に影響を及ぼすと

考えられる。 

 

5-4．まとめと課題 

 本研究では、世帯収入やはく奪経験が家族機能と子どもの精神的健康（自尊感情と主観的幸福感）
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に及ぼす影響を検討した。その結果、仮説は支持されなかったものの、趣味・娯楽のはく奪から主観

的幸福感に、学習環境のはく奪から自尊感情に負のパスが引かれ、家族機能の適応性から自尊感情と

主観的幸福感の両方に正のパスが引かれたことから、貧困によるはく奪経験と家族機能の適応性は子

どもの精神的健康に、影響を及ぼしていることがわかった。そのため、貧困によるはく奪経験、家族

機能、子どもの精神的健康の関連について検討できたといえる。 

 一方で、本研究の課題としては、以下の 2 点が見つかった。1 点目は、作成したはく奪指標の信頼

性・妥当性の検討である。今回は予備調査で項目の精査を行った上で使用したが、今後の研究でこの

指標を使用する際には、改めて信頼性や妥当性の検討を行い、子どもが実感できるはく奪経験を反映

させた項目を改めて精査する必要があると考えられる。 

 2点目は、子どもが認知する家族機能について検討の必要性である。岩佐（2017）では、家族機能の

「適応性」及び「凝集性」を高く認知している大学生本人の主観的幸福感について取り扱っており、

精神的健康を検討する対象本人の家族機能の認知についても重要であると考えられる。今回は、保護

者の家族機能の認知を尋ねたが、子ども本人の家族機能の認知を尋ねた場合、結果が異なる可能性も

考えられる。そのため、今後の研究では、子どもが認知する家族機能の認知について検討することが

望まれる。 

 以上が、本研究における課題であるが、今後は、はく奪指標を構成する項目の更なる検討及び子ど

もが認知する家族機能を用いた検討が重要であると考えられる。 
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The relationship between child poverty and mental health 

―Focusing on the experience of deprivation due to poverty― 

 

Masayuki Kase.1, Koubun Wakashima.1 

 

Abstract 

In recent years, child poverty has become a major social issue. Child poverty is known to 

have various effects on daily life, especially on material and mental aspects. In this study, 

a questionnaire survey was administered to adults aged 18-25 (N=297) in a preliminary study 

to develop a new deprivation index. In the present study, a questionnaire was administered 

to middle school children and their parents (both N=212) to examine the effects of household 

income and deprivation experience on family functioning and children's self-esteem and 

subjective well-being through a structural analysis of covariance. The results suggest that 

there is a negative association between the experience of deprivation and children's self-

esteem and subjective well-being, and that experiencing deprivation may be a factor that 

impairs children's mental health. In the future, it is necessary to reexamine the reliability 

and validity of the deprivation indices developed in this study and to examine them using 

children's perceived family functions. 

Keywords: Child poverty, Deprivation index, Family functioning, Self-esteem, Subjective 

well-being 
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